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■定員のある募集記事で特に記載のない場合、申し込みは 1 月 6 日から　

　先着順で受け付けます。対象は、市民または市内に勤務している人です。
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宝くじ助成事業で明るい地域
づくり

まちづくり推進課

　財団法人自治総合センターのコミュ

ニティ助成事業は、宝くじの受託事業

を収入源として、地域のコミュニティ

活動に必要な事業に対し助成金を交付

し、地域の健全な発展を図るとともに、

自治宝くじの普及広報のため実施され

ています。

　本年度は、5 つの団体が助成を受け

て事業を実施しました。

地域 助成団体 助成内容

古
川

古川中央コ
ミュニティ
運営協議会

研修で必要な映像機
器などの備品整備

竹ノ内・大江
向親和会（古
城コミュニ
ティ協議会）

地域文化の伝承に必
要な長胴太鼓、桶胴
太鼓、締太鼓などの
備品整備

鹿
島
台

大迫新田行
政区

会議用テーブルやい
すなどの備品整備

岩
出
山

上野目自治
協議会

イベントに必要なテ
ントや音響機器など
の備品整備

田
尻

峯崎自治振
興会

研修で必要な映像機
器などの備品整備

問　まちづくり推進課地域自治・NPO 担当

 23-5069

事業復興型雇用創出事業

商工振興課

　新規学卒者を含む被災求職者を雇い

入れた場合に、賃金などの経費の一部

を、3 年間助成します。

対象労働者の区分
1 人当たり

（3 年間合計）

新規
雇用

フルタイム 225 万円

短時間 110 万円

再雇用
フルタイム 180 万円

短時間 　88 万円

対象者　対象の支援事業を受けた市

内の事業所の事業主平成 25 年 4 月

1 日から平成 26 年 5 月 31 日までに、

被災求職者を雇い入れる事業主被災

求職者を期間の定めのない雇用形態お

よび雇用保険の一般被保険者として雇

い入れる事業主

対象となる支援事業　企業立地促進

奨励金工業振興助成金中小企業振

興資金災害復旧融資利子補助金

※、は資金使途が設備資金を含む

　ものに限る

問　商工振興課景気雇用対策係

　 23-7091

税務職員を装った不審な電話に
注意してください

古川税務署

　国税局や税務署の職員を名乗る者か

ら、アンケートや年金受給調査と称し

て、個人情報を聞き出そうとする事例

が多発しています。

　不審な電話があった場合には、最寄

りの税務署にお問い合わせください。

問　古川税務署総務課　 22-1711

平成 26 ～ 28 年度小規模工
事等契約希望者登録申請

財政課

　市が発注する 50 万円以下の小規模

工事などの受注には、登録申請が必要

です。詳しくはお問い合わせください。

申請期間　1 月 6 日～ 31 日

申請対象　市内に事業所を有し、市税

などに未納がない人

申請方法　申請様式を市ウェブサイト

からダウンロードし、郵送、持参によ

り財政課へ提出

問　財政課入札契約担当　 23-5177

固定資産税（償却資産）の申告
を忘れずに

税務課

　平成 26 年 1 月 1 日現在、市内に償

却資産（事業用に使用している機械・

器具・備品など）を所有している法人

および個人は、1 月 31 日までに申告

をお願いします。なお、前年度申告者

へ、平成 25 年 12 月上旬に申告書を

発送済みです。

　また、インターネットを利用した電

子申告も可能です。詳しくは、地方

税ポータルシステムのウェブサイト

（http://www.eltax.jp/）を確認してく

ださい。

業種 対象となる主なもの

小売業 商品陳列ケース、冷蔵庫など

農業 農業機械など

不動産
賃貸業 駐車場舗装、フェンスなど

※ただし、自動車税および軽自動車税

　の課税対象資産は除きます。

申請期間　1 月 31 日まで

申請場所　税務課または各総合支所市

民福祉課

問　税務課家屋担当　 23-2148

住基カードの無料交付は平成
26 年 3 月 31 日までです

市民課

　住基カードは 3 月 31 日まで無料で

交付しますが、4 月 1 日以降は 500 円

の交付手数料が必要になります。

　住基カードの交付申請は、市民課ま

たは各総合支所市民福祉課で受け付け

ています。年度末は窓口が大変込み合

いますので、余裕をもって申請してく

ださい。

問　市民課住民記録係　 23-6079

住民基本台帳閲覧状況の公表

市民課

　住民基本台帳法に基づき、平成 24 年

11 月 1 日から平成 25 年 10 月 31 日

までの 1 年間の閲覧申請者および閲

覧状況を公表します。

区分 申請件数 閲覧対象者

国および地
方公共団体

1 件 1,955 人

個人または
法人

24 件 653 人

閲覧開始日　1 月 6 日

場所　市政情報センターおよび各総合

支所市政情報コーナー

問　市民課住民記録係　 23-6079

観光ボランティアガイド募集

観光交流課

　大崎市観光ボランティアガイド連絡

協議会では、大崎市の魅力を伝えるた

めの地域内研修を行うなど、観光案内

の技術向上を図っています。

　市内には、古川観光ボランティアの

会、まつやま訪ね歩きの会、岩出山ボ

ランティアガイドの会、鳴子温泉観光

ボランティアの会があり、それぞれの

会で随時会員を募集しています。

　観光ボランティアに興味のある人

は、一緒に活動してみませんか。

申込　電話で申し込み

問　観光交流課観光担当　 23-7097

公立保育所非常勤職員募集

子育て支援課

職種 勤務時間 賃金

保育士
 7：00 ～ 19：00
のうち 7 時間

（週 35 時間）

月額
155,300円

パート
　保育士

 7：00 ～ 19：00
のうち4～6時間

（週 20 ～２５時間程度）

時給
990～

1,040円

雇用期間　平成 26 年 4 月 1 日～平成

27 年 3 月 31 日

応募資格　保育士資格を有している人

募集人員　 15 人程度 3 人程度

勤務場所　市内保育所、子育て支援総

合施設

面接試験　1 月 25 日

申込　1 月 21 日までに市販の履歴

書（写真貼付）に必要事項、希望職種

を記入し、資格証の写しを添付して、

子育て支援課へ（〒 989-6188 古川七

日町 1-1）持参または郵送（消印有効）

※郵送の場合は 80 円切手を同封して

　ください。

問　子育て支援課保育所係　23-6045

非常勤・臨時職員募集

教育委員会学校教育課

職種 人数 勤務時間

教員補助員
   （臨時）

50 人
程度

1 日 4 時間
（週 20 時間）

学校図書館
　補助員（臨時）

20 人
程度

1 日 4 時間
（週 16 時間）

幼稚園講師
   （非常勤）

 5 人
程度

1 日 7 時間
（週 35 時間）

預かり保育指
　導員（非常勤）

 2 人
程度

1 日 4 時間
（週 20 時間）

雇用期間　平成 26 年 4 月 1 日～

平成 26 年 9 月 30 日（再雇用の予定

あり）平成 26 年 4 月 1 日～平成

27 年 3 月 31 日

応募資格　採用時 60 歳未満の人（は

幼稚園教諭免許を有している人）

勤務場所　市内幼稚園または小中学校

（は鹿島台第一幼稚園、川渡幼稚園）

申込　1 月 6 日～ 20 日までに市

販の履歴書（写真貼付）に必要事項と

希望職種を記入し、教育委員会学校

教育課（〒 989-6492　岩出山字船場

21）へ持参または郵送（必着）

※は免許の写しを添付すること

問　学校教育課学校総務担当

　 72-5033

防衛大学校学生（後期）および
予備自衛官補を募集します

自衛隊大崎地域事務所

　出願手続きなど、詳しくはお問い合

わせください。

■防衛大学校学生一般（後期）

応募資格　平成 26 年 4 月 1 日現在、

18 歳以上 21 歳未満で高等学校を卒

業している人（平成 26 年 3 月卒業見

込みの人も含む）

受付　1 月 22 日～ 1 月 31 日

1 次試験日　3 月 1 日

■予備自衛官補

区分 応募資格

一般公募 18 歳以上 34 歳未満の人

技能公募
18 歳以上で国家免許資格
などを有する人

受付　1 月 8 日～ 4 月 2 日

問　自衛隊宮城地方協力本部大崎地域

　　事務所　 23-1178

国有林モニターの募集

東北森林管理局

　国有林の管理・経営に皆さんの声を

役立てるため、モニターを募集してい

ます。応募方法など、詳しくはお問い

合わせください。

任期　平成 26 年 4 月～平成 28 年 3 月

（2 年間）

内容　アンケート、現地見学、会議へ

の出席など

募集期間　1 月 31 日まで

募集人員　48 人程度

問　東北森林管理局企画調整課林政推

　　進係　 018-836-2228

大崎広域ほなみ園保健師募集

大崎地域広域行政事務組合

職種　保健師

採用予定人数　1 人

受験資格　昭和 58 年 4 月 2 日以降に

生まれ、保健師の資格を取得している

人または平成 26 年 3 月までに資格を

取得する見込みの人

要項・申請書　事務局総務課で配布。

郵送を希望する場合は、封筒の表に「職

員採用試験案内請求」と朱書きし、角

型 2 号の返信用封筒（郵便番号、住所、

氏名を記入し、120 円切手を貼付）を

同封して事務局総務課あて送付

申込　1 月 15 日 17 時まで申請書

に必要事項を記入し、大崎地域広域行

政事務組合事務局総務課人事厚生係

（〒 989-6171　古川北町三丁目 2-20）

へ持参または郵送（必着）

問　大崎地域広域行政事務組合事務局総

　　務課人事厚生係　 23-2325

国民健康保険 Q & A　　問　保険給付課国民健康保険担当　 23-6051

◆Ｑ　現在、妊娠しています。出産費用が払えるか心配です。

◆Ａ　国民健康保険に加入している人が出産したときは、「出産育児一時金」
　　として 42 万円（産科医療補償制度の対象とならない場合は 39 万円）を
　　世帯主に支給します。その出産育児一時金を出産費用として、市役所から
　　医療機関へ直接支給する「直接支払制度」があります。この制度を利用す
　　ると、医療機関への支払いは出産育児一時金を超えた分だけになります。
　　直接支払制度の申請は医療機関で受け付けをしています。
　　　1 年以上加入していた社会保険をやめて、国民健康保険に加入してから
　　6 カ月以内の出産となった場合には、在職時の社会保険から出産育児一時
　　金が支給されます。その場合、国民健康保険からは支給できません。事前
　　に在職時の社会保険へ確認し、病院へ直接支払制度の申請をしてください。


